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   This study reveal that why uneasy feelings to the Fukushima Prefecture products can not be mitigated in Hokkaido 

and Kinki. I thought that the cause for the difference in anxiety feelings for each region is in the local paper. As a result 

of the analysis, there is significant correlation between between the "The proportion of people who are avoiding the 

Fukushima products" and "The number of articles about evacuees from Fukushima Prefecture in the local paper." In 

addition, local paper in Hokkaido and Kinki have been reported to stand at the evacuees' eye level from Fukushima 

Prefecture. As a result,  unintended consequences that does not decrease people to avoid Fukushima Prefecture products 

was born. 
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１．はじめに 

 東京電力福島第一原子力発電所事故から7年が経過した．

2011年4月22日に設定された，計画的避難区域及び緊急時

避難準備区域ならびに福島第一原子力発電所から半径

20km圏内に設定された警戒区域も徐々に縮小され，避難

指示の解除も増えてきた．避難者数もピーク時の164,865

人(2012年5月)から減少している．だが，農産物や海産物

に対する風評被害の問題，福島県から自主避難した生徒

が，転入先でいじめられる「原発いじめ」，汚染水の処

理の問題，東京電力による賠償の打ち切りなど福島県を

めぐる課題は山積している． 

特に福島県に対する不安感は未だ根強い．過去には放

射能への不安から様々な福島県産品に対する忌避がみら

れた．2011年9月には愛知県日進市で被災地復興を応援す

るために福島県川俣町で作られた花火を打ち上げる予定

であったが，放射性物質をまき散らすのか，といった抗

議が寄せられたため，使用が取りやめになった1)．また，

九州でも福島県産の農産物を販売するショップが抗議で

中止となったほか，震災で発生したがれきの処理をめぐ

って，放射能への不安から多くの抗議が寄せられたこと

もあった2)．こうした「福島県産」だけではなく，福島

県から避難した人や出身者に対してもいじめや差別がみ

られた．最近でも，関西学院大学の講師が福島県出身の

学生に「放射能を浴びているから電気を消すと光る」と

いう発言がなされたことが新聞に取り上げられたことも

記憶に新しい3)． 

また，関谷4)によると，福島県産品の農産物に対する

不安は徐々に低くなっているものの，北海道や近畿地方

においては福島県産品の農産物を拒否する割合が他地域

と比較して高い(1)．北海道と近畿地方ということから鑑

みても，福島県から近い，もしくは遠いといった物理的

距離が要因ということは考えにくい． 

たしかに，北海道札幌市や函館市では給食に出される

食材に対し，放射性物質検査を行っており，検出限界値

を超える放射性セシウムが検出された場合は，その食材

を使わないことを決めている5)6) ．近畿地方では2016年に

京都地裁において初めて，区域外避難者に対する賠償命

令が下されるなど7)，北海道や近畿地方では，東京電力

福島第一原子力発電所事故をめぐり，福島県産の農産物

を拒否する土壌は存在していると考えられる．  

そもそも，遠く離れた福島県の農産物を避けるのは，

多くの人がマスメディアから様々な東京電力福島第一原

子力発電所事故にまつわる情報を得ているから，と考え

るのが一般的である．たとえば，消費者庁が東日本大震

災後に，毎年行っている「風評被害に関する消費者意識

の実態調査について」8)において，「出荷制限されてい

る食品の品目と地域についての情報をどこから得ている

か」と尋ねている．その結果，最も多く情報源として挙

げられているのは一貫して「テレビやラジオ」，続いて

「新聞や雑誌」というマスメディアである． 

しかも福島県以外では，東日本大震災後の福島県や福
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島県産品の状況について，直接的に接する機会は少ない．

そのため，福島県産品の農産物を避けている人が多い要

因の一端はマスメディアにあるのではないだろうか． 

そこで，北海道や近畿地方において福島県産品の農産

物を避ける人の割合が他の地域と比較して高い，という

差が生じる要因に，マスメディアによる報道の地域差が

あると考え，これを分析することとした． 

２．先行研究と仮説 

(1)先行研究  

本節ではまず，マスメディアの効果研究に関する先行

研究について述べる． 

 マスメディアからの情報は人々にどのような効果をも

たらすのか．20世紀初頭より，新聞やラジオ，テレビと

いったマスメディアに関して，この命題に対する研究は

数多く行われてきた．マスメディアの効果研究と呼ばれ

るこの研究分野は，マスメディアが受け手に対して意見

や態度に直接影響を与える魔法の弾丸理論（皮下注射モ

デル）から始まり（第一期），影響が限定的であるとさ

れる限定効果説を経て（第二期），認知レベルなどでは

影響を及ぼすことがあるとする強力効果説（第三期）と

変化していった． 

そして，この第三期の効果理論の一つには「議題設定

機能」仮説がある9)．この研究は選挙において，人々が

どの議題を重要かと考えるうえで，マスメディアが影響

を与えるとするものである．マスメディアの報じた争点

の出現頻度の順位と，公衆が重要であると認知した争点

の順位との間に相関関係がみられる，というものである．

マスメディアは認知レベルで，「何について考えるか

（what to think about）」という議題の設定に大きな影響

を与えるというものである．つまり，受け手はメディア

から認知を得ていることが先行研究においては確認され

ている． 

 類似した研究は東日本大震災に対する報道においても

みられる．沼田他は東日本大震災の被災地において，ボ

ランティア数や義援金に偏りがあることを指摘し，そこ

には特定の市町村に報道が集中していることが原因であ

るとしている10)．同様の分析は高野他によっても行われ

ており，テレビ報道に登場する市町村の回数とボランテ

ィア数や義援金との間に相関関係があることを明らかに

している11)．つまり，人々はマスメディアから「被災地

名」という情報を認知していることがわかる．ただし，

これらの研究は被災地内の地域差を明らかにしているも

のであるが，ボランティアや義援金の送付を「行う人」

の地域差を明らかにしたものではない． 

また，上記の議題設定の一連の研究の中では，一つの

論点にしぼり，マスメディアによる，その長期的な影響

を分析したものとして，「単一争点長期モデル」がある．

これは一つの問題に対して，公衆の議題やメディア議題

などの相互関係を時系列で分析するものである12)．つま

り，メディア議題に伴い，公衆の議題も変化することを

数年の時系列データから求めるものである．そして，こ

の研究においては，争点となる社会問題に関する事実

（データ）がメディア議題には影響を与えていないこと

が明らかになっている13)．だが，この研究においては地

域差に着目した研究はない．そこで，ここでの議題設定

機能における「単一争点長期モデル」の考え方を参考に，

時系列ではなく地域差という空間的な分析を行うことと

する． 

(2)仮説 

前章では人々が福島県の農産物を積極的に避けている

理由として，マスメディアの影響力がある可能性につい

て述べ，前節ではその関連する先行研究について整理し

た．では，マスメディアは福島県産品の農産物を避けて

いる人に対して影響力を持ち，地域差を生じさせるのか．

本研究の主眼は福島県産品を拒否する「地域差」の要因

を明らかにすることにある． 

東京電力福島第一原子力発電所事故そのものの報道は

政治的な問題も絡むため，日本全体の問題であるが，地

域においてはそれ以外の，異なった視点が存在する． 

福島県に拠点を構える福島民報，福島民友や河北新報

は事故の当事者であるため，逆に他県においては当事者

ではないために，それぞれの，異なった視点から報道が

なされる．特に，各地域において他県（他地域）のニュ

ース（たとえば，「福島県産品」に関する報道）が積極

的に扱われることは少ない．そのため，マスメディアに

おいて「福島県産品」に関する報道は地域ごとの差が出

にくいと考えられる．せいぜい，その地域内で「福島県

産品」の販売会が行われた様子を記事にする程度である
14)． 

 だが，それぞれの地域に関わることは取り上げられる．

では，それぞれの地域に関わる争点としては何が考えら

れるであろうか．開沼は福島が「避難」「賠償」「除染」

「原発」「放射線」「子どもたち」と結びつけられるこ

とが多い，としている15)．その中でも「除染」「放射線」

は福島県の問題であり，それぞれの地域に関わる争点と

は言いにくい．「原発」は，原子力発電所が立地する北

海道，青森県，宮城県，茨城県，新潟県，静岡県，福井

県，島根県，愛媛県，佐賀県，鹿児島県では，福島県の

「原発」事故を教訓としたそれぞれの地域における「原

発」再稼働や安全性を争点とした報道が多くなるだろう．

だが，それぞれの地域においては，「原発」賛成派・反

対派に二分しているため，マスメディアの影響という集

合的なモデルに，単純にあてはめることは難しい．これ

を分析するためには，個人を対象とする必要が生じる．

よって，「原発」立地地域独自の報道は除外する． 

そのため，東京電力福島第一原子力発電所事故に係る

それぞれの地域に関わる争点は，必然的にそれぞれの地

域における「福島県からの避難者」と考えられる．関谷

も，福島県以外への避難者（特に区域外避難者）がメデ

ィアにおいて取り上げられやすいことを指摘しており16)，

その地域への「福島県からの避難者」の報道になると考

えられる．開沼15)の指摘した「賠償」「子どもたち」も

それぞれ，福島県外のメディアからは「福島県からの避

難者」の「賠償」について，「福島県からの避難者」の

「子どもたち」について，記事となることが多い．その

ため，本研究では，マスメディアにおける「福島県から

の避難者」の報道に主眼を置き，分析を行う．  

 以上より，本研究では下記の4つの仮説をたて，検証す

ることとする． 

仮説1：「福島県からの避難者」に関する報道量の地域差

が，「福島県産品を積極的に避ける人」についての地域

差に結びついている． 

仮説2：「福島県産品」に関する報道量の地域差が，「福

島県産品を積極的に避ける人」についての地域差に結び

ついている． 

仮説3：「福島県からの避難者」に関する報道量の地域差

が，「福島県から皆を県外避難させるべき」と考える人

の地域差に結びついている． 

仮説4：「福島県産品」に関する報道量の地域差が，「福
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島県から皆を県外避難させるべき」と考える人の地域差

に結びついている． 

3．避難者に関する報道 

本章では，地方紙における報道を元に，福島県からの

避難者に関するトピックを整理する． 

(1) 福島第一原発事故後の避難について 

2011年3月11日14時46分ごろに発生した東北地方太平洋

沖地震にともなって発生した津波により，福島第一原子

力発電所は全電源を喪失し，結果的に大量の放射性物質

が放出されることとなった．直後は情報が不足しており，

避難に関する情報が混乱していた．同日19時3分に菅直人

首相（当時）が「原子力緊急事態宣言」を発し，20時50

分には福島県知事が第一原子力発電所から2km圏内の住

民に対して避難指示を発した．さらに政府は翌12日5時44

分には10km圏内，18時25分には20km圏内の住民を避難

指示の対象とし，15日11時には半径20～30km圏内の住民

に対して屋内退避指示を発した．それに伴い，大熊町，

富岡町，双葉町，楢葉町，広野町，葛尾村，浪江町，川

内村といった双葉8町村は距離に関わらず，全町（村）避

難指示が発せられた．つまり，複数の町村において，同

時に，ほぼすべての住民が，住んでいる自治体とは別の

自治体への避難を余儀なくされたのである．かつ，避難

先も様々である．福島県内の他の自治体への避難だけで

はなく，県外へ避難した人も多かった．朝日新聞によれ

ば，一週間に福島第一原子力発電所周辺からは少なくと

も1万5千人が県外へ避難したとされる17)．こうした県外

へ避難した人々は「県外避難者」，東京電力福島第一原

子力発電所事故に伴う避難であることから「原発避難

者」，もしくはそれを含めた東日本大震災に伴う避難で

あることから「震災避難者」と呼ばれている． 

その後，4月11日には20km圏外の一部を「計画的避難

区域」に，それ以外の20～30km圏内を「緊急時避難準備

区域」に，21日に20km圏内を「警戒区域」に指定するな

ど再編が進んだ．さらに同年12月26日には政府から警戒

区域ならびに計画的避難区域が順次，「帰還困難区域」

「居住制限区域」「避難指示解除準備区域」に再編する

ことが発表された．これにより，「避難すべき地域に住

んでいる人」による避難と「避難しなくても良い地域に

住んでいる人」による避難（いわゆる「自主避難者」(2)）

が存在することとなった． 

これらの避難者の多くは福島県からの避難者であった．

福島県のデータによれば，県内から県外へ避難した人は

最大62,831人（2012年3月8日時点）にのぼり，現在でも3

万人以上（2018年3月15日現在）が県外避難を行っている
18)．避難指示区域は徐々に縮小されているものの，2018

年3月時点において住民の帰還率は15.3%と依然として低

い19)． 

(2) 避難者に関する報道 

本節では，「福島県からの避難者」に関してどのよう

な報道がなされていたのかを述べる．ここでは特に，1章

で述べた北海道と近畿地方に着目をする． 

a)全般的な傾向 

 まず，東日本大震災後からの全般的な傾向を述べる．

ここでの報道は全国紙や多くの地方紙において取り上げ

られていたものが中心である． 

福島県からの避難者を最初に取り上げた地方紙は山形

新聞であった．福島県から物理的な距離が近く，続々と

避難者が押し寄せていたこともあろう．2011年3月14日の

夕刊において，福島県から米沢市に13日以降で約40人が

避難したことを確認された，とする報道がなされた20)．

この記事を嚆矢として，福島県からそれぞれの地域への

避難者に対するインタビュー記事が増加していった． 

 その後，原子力損害賠償紛争審査会の出す指針に基づ

いて，警戒区域及び計画的避難区域からの避難者に対し

ては一人当たり月額10万円が支払われるという指針が

2011年8月に策定された．その後も順次指針は策定され，

同年12月6日には区域外避難者に対しても，子どもと妊婦

には一律40万円，それ以外の人には一律8万円という賠償

指針が決定した21)．翌年2月16日には，避難区域の再編に

伴い，区域内避難者の中でも「帰還困難区域」に指定さ

れた住民に対して一人当たり600万円を支払う等の賠償指

針が決定した22)．だがその後，区域外避難者を中心に，

続々と各地で国や東京電力を相手として，損害賠償を求

める集団訴訟が起こった23)．これらは東京電力への直接

請求ならびに，原子力損害賠償紛争解決センターでの裁

判外紛争解決手続き(ADR)で合意が得られなかった避難

者が避難先の地域の裁判所に提訴したものである．2016

年に京都地裁において初めて，東京電力に対して賠償命

令が下されるなど24)，現在でも多くの区域外避難者によ

る裁判が進行している． 

こうした賠償関連以外でも，2012年1月31日には川内村

の遠藤雄幸村長が「戻れる人は戻ろう」と呼びかけ，全

町（村）避難がなされていた双葉8町村の中では初めて帰

村宣言を行ったことなど25)，避難区域解除に関する報道

などがなされた26)．また，2015年6月15日には福島県が区

域外避難者への住宅無償提供を2017年3月末で打ち切る方

針を明らかにしたことは多くの新聞において報道された
27)．さらに，2016年11月には福島県から横浜市に自主避

難した生徒が「菌」というあだ名をつけられ，お金を巻

き上げられるなどのいじめを受けていたことも発覚した
28)．その後，新潟市などでもいじめの事実発覚するなど
29)，福島県からの避難者に関する問題として大きく取り

上げられた．開沼15)の言うように福島が「避難」「子ど

もたち」と結びついて語られた典型例といえよう． 

b)北海道 

では，北海道，つまり北海道新聞においてはどのよう

な報道の傾向があったのか． 

東日本大震災後で最初に記事になったのは，2011年3月

19日に福島県南相馬市から札幌市に避難した人のインタ

ビュー記事であった30)．また，この直後にインタビュー

された人は同じ年の年末にも再度，紙面において取り上

げられている31)．こうした北海道へ避難してきた人に対

する報道は特に，震災後の1年間に多く見受けられ，前述

のような同じ人が再度，取材されて報道されることもみ

られた．その後も避難者の様子や避難者による活動は定

期的に報道がなされていた． 

そして避難者に対して実施された様々な調査結果が半

年後あたりから公表されたことに対する報道がなされる

ようになった32)．取材だけではなく，「福島県から北海

道への避難者」を網羅的に把握しようとされていた． 

さらに避難者と結びつけられることの多い，賠償に関

しても，札幌市内で行われた原子力損害賠償紛争審査会

が議論を行った場で，福島県からの区域外避難者が意見

を述べた，という報道や33)，北海道に避難した人による

原子力損害賠償紛争解決センターへの裁判外紛争解決手

続き(ADR)の申し立てに関する記事など34)，北海道に避

難をしている福島県民の賠償に関する報道が非常に多く
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みられた． 

他にもこうした北海道の地方紙ならでは，という報道

としては原発の訴訟に関するものがある．これは北海道

に立地している泊原発35)，もしくは隣接する大間原発に

関する訴訟の口頭弁論で36)，福島県から北海道に避難し

た人が，その経験を話すという報道である． 

その後，震災から3年ほど経ち，避難生活の長期化に伴

い，徐々に「故郷に帰れ（ら）ない避難者」という報道

がなされるようになる37)38)39)．つまり，放射線に対する

不安だけではなく，経済的理由や生活などの多様な理由

から福島県に帰れず，または帰らないという選択をして

北海道に残っている避難者が記事として取り上げられて

いるのである．こうした記事は放射線に対する不安を強

調するものではなく，「つながり求める思い切実」37)や

移住から4年半が経過して，今では北海道が故郷だと話す

人の記事など39)，あくまで福島県から北海道への避難者

の視点に寄り添った報道であった． 

このように北海道新聞では，避難者に対する取材記事

だけではなく，北海道に避難してきた人の起こした裁判

の様子，悩みを取り上げる，さらには北海道の抱える原

発とも絡めた多様な記事がある．そこには「一般的な」

全国の視点ではなく「北海道に避難している福島県民」

に着目している． 

c) 近畿地方 

 最後に，近畿地方においてはどのような報道の傾向が

あったのか． ここでは，4章以後で分析対象とした兵庫

県の地方紙である神戸新聞，京都府の地方紙である京都

新聞の報道をとりあげる． 

神戸新聞は阪神・淡路大震災で被災した神戸市に拠点

を構える地方紙であることから，福島県からの避難者に

関する最初の記事は，阪神・淡路大震災と結びつけたも

のであった．阪神・淡路大震災で兵庫県外で避難生活を

送った数が12万人前後おり，「しばらく戻れない事態を

想定して，長期の受け入れ態勢を整えるべき」とする識

者のコメントを紹介したものであった40)．そのため，記

事内容も兵庫県に避難してきた人を取材したわけではな

く，山形県や栃木県への避難者が増加していることを伝

える報道であった40)．また，神戸新聞は2012年3月という

早い段階でいじめに着目した社説の掲載があるなど41)，

阪神・淡路大震災の経験を元にした記事があることが特

徴としてあった． 

また，京都新聞は社会部報道部社会担当部長であった

大西(p.33) 42)が，震災から1年を振り返ったときに，「被

災地から相次いで避難してきた被災者の姿を丹念に記録

する」という視点を重視した報道を行い，また，避難者

に寄り添った，生活を支える在り方を提言することを目

標として掲げているように，「京都府に避難している福

島県民」に着目している．実際，「新たな住民となった

県外避難者の姿は，地域に根ざした地方紙が詳細に記録

しなければ，後世に残らない」として，2013年4月から

「故郷はるか」という連載を行っている43)． 

それ以外にも北海道と同様に県・府内に避難してきた

福島県民に対する報道が継続的にあり44)，震災から1年後

に，新聞社が独自に行った福島県からの避難した人への

アンケート結果の報道もあった45)46)．その後も時間が経

過するにつれて「帰れ（ら）ない」避難者の報道が定期

的にあった47)． 

 さらに近畿地方では6年が経過しても独自の記事が多い．

2017年1月には避難指示を解除された5つの自治体に対す

る取材を元に，住民の帰還率が低いことが京都新聞48)な

らびに神戸新聞49)において報道されていた．また，福島

県から兵庫県50)もしくは京都府51)に避難したものの，ま

た福島県に戻った人を取材していることもある．つまり，

ここでも「福島県から京都府／兵庫県に避難している福

島県民」に着目している． 

こうした視点，つまりは「当事者に寄り添う」ことは

ジャーリズムにおけるミッションである52)．特にこれら

の新聞は，福島県からの避難者に対して能動的に寄り添

った報道を行っていたといえよう． 

4．分析対象 

本章では分析対象とする新聞記事の抽出の方法及び従

属変数として扱う「福島県からの避難者に対する意識」

「福島県産品を積極的に避けている人」をどのように変

数化したかについて述べる． 

(1)分析対象とするメディアと対象地域 

a)分析対象としての新聞 

本研究では新聞を対象とする．その理由としては第一

に資料収集可能性である．新聞は全国紙や一部の地方紙

がデータベース化されており，キーワードから記事を検

索することで，その争点を網羅することが可能である．

テレビを分析対象とした場合，地方の放送については，

網羅的な分析が難しい． 

第二にメディア間の共振性である．これはどの争点が

報道されるかというメディア議題のレベルでは，新聞や

テレビなどのメディアでは傾向が似通ってくるというも

のである53)．地域によってては独自のテレビニュース番

組の存在もあるが，新聞とテレビでは傾向が似通ってく

ると考えられる． 

以上の理由から，本研究では，新聞のみを分析対象と

する． 

b)地方紙の特徴 

次に，「福島県からの避難者」に関する情報（報道）

の地域差を明らかにするための分析対象となる地方紙が，

なぜそれぞれの地域を代表するマスメディアといえるの

かを述べる． 

『読売新聞』『朝日新聞』『毎日新聞』『産経新聞』

『日本経済新聞』などの全国紙ほどの規模がないものの，

複数の都道県にまたがる販路を持つような規模の大きい

新聞である『北海道新聞』『東京新聞』『中日新聞』

『西日本新聞』をブロック紙，各府県の県庁所在地を発

行地とする県の代表紙を県紙と称するのが一般的である
54)．福島県や沖縄県などを除けば，県紙が一つの府県に

並立していることは稀である．さらに，地域によっては

こうしたブロック紙や県紙といった地方紙が7割以上のシ

ェアであることもある．つまり，地方紙は東京や大阪と

いった大都市においてはあまり見られないが，それぞれ

の地域においては大きな影響力をもつ． 

その背景には，地方紙が地域と密着を掲げていること

がある．たとえば，神戸新聞社は2015年3月に「地域パー

トナー宣言」を行い「唯一の地元紙として培ってきたネ

ットワークを地域課題の解決に生かします」としている
55)．実際，東日本大震災後の調査では首都圏では全国紙

の重要性が高いとされる一方で，被災地では地方紙が重

要性が高いということが明らかになっている56)．こうし

た地方紙が地元の人々に届けた情報，果たした役割は非

常に大きい57)58)59)．全国紙は日本全国に関する報道を行

うのに対し，地方紙はその地域の発展を主眼として，そ

の地域の立場から新聞を発行し，影響力を保持している． 
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よって，地方紙は全国紙とは紙面構成が大きく異なる．

全国紙では取り上げられないような記事でも，地方紙で

はニュースバリューをもつ．  

こうしたことは東京電力福島第一原子力発電所事故に

関する報道においてもあてはまる．東京電力福島第一原

子力発電所事故そのものの報道は政治的な問題も絡むた

め，日本全体の問題であるが，それぞれの地域において

はそれぞれの，異なった視点が存在する． 

c)分析対象とする地方紙  

ゆえに，「福島県からの避難者」に関する報道量の地

域差を考える上で，本研究では，地方紙を分析対象とす

る．ここでは，各都道府県において発行部数が一位の地

方紙を分析対象とすることとする．ここでの発行部数は

日本ABC協会の発行する「都道府県別部数表（2012年3

月）60)」を用いた(3)(4)．部数は変動があるが，各都道府

県における発行部数一位の新聞に関しては現在まで変わ

らない． 

さらに，本研究においては下記のように条件を設定し

た． 

第一に，ブロック紙も地方紙の一つであることから，

県紙を上回り，ブロック紙がその都道府県において発行

部数一位である場合，そのブロック紙を分析対象とした．

そのため，岐阜県と三重県，ならびに愛知県において，

中日新聞が分析対象となった． 

第二に，全国紙が発行部数一位の地域は本研究におい

ては対象外とした．全国紙の地方面だけでは記事件数が

少なく，他と比較することが困難だからである．そのた

め，茨城県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，滋賀

県，大阪府，奈良県，和歌山県，山口県が対象外となっ

た． 

第三に，「福島県からの避難者」に関する報道を分析

するため，福島県内に総局もしくは支局のある新聞社は

対象外とした．そのため，宮城県（河北新報）と福島県

（福島民報）が対象外となった． 

これらをまとめ，分析で用いる地域分けを示したもの

が表1である．上記の理由から対象外とする都府県は黒塗

りした．なお，以下の分析ではこれらの対象外とした都

府県は除いて論ずることとする． 

(2)分析対象とする新聞記事 

a)福島県からの避難者に関する新聞記事 

新聞記事の分析手法として，4章1節で分析対象とした

地方紙における，「福島県からの避難者」に関する記事

を検索し，地域ごとにその平均件数の順位を出すことと

する．記事件数の検索にあたり，ここでは株式会社エレ

クトロニック・ライブラリーの提供するELDBアカデミ

ックを用いた．これは朝日新聞が提供する「聞蔵Ⅱ」な

どと同様に，過去の紙面に掲載された切抜きを閲覧する

ことや，本文のテキスト検索が可能である． 

検索ワードは本研究の仮説に基づき，下記のように設

定した．第一に，3章1節で述べた，「原発避難」「震災

避難」「自主避難」「県外避難」などの福島県からの避

難に関するワードを設定した．第二に，2章2節で述べた

ように，福島県以外の県においては東京電力福島第一原

子力発電所事故は当事者ではない．よってその地域から

の視点に基づいた報道となり，「福島県からの県外避難

者」は「（その地域への）県内避難者」となる．そのた

め，「県内避難」に関するキーワードを設定した．第三

に「防災計画」「避難計画」「シミュレーション」「訓

練」といったキーワードを除外した．これは，東京電力

福島第一原子力発電所事故以降，原発から半径30kmの区 

表 1 地域分類と対象とする県ならびに対象紙 

地域分類 都道府県 発行部数 1位 

北海道 北海道 北海道新聞 

東北地方 

青森県 東奥日報 

岩手県 岩手日報 

宮城県 河北新報 

秋田県 秋田魁新報 

山形県 山形新聞 

福島県 福島民報 

関東地方 

茨城県 読売新聞 

栃木県 下野新聞 

群馬県 上毛新聞 

埼玉県 読売新聞 

千葉県 読売新聞 

東京都 読売新聞 

神奈川県 読売新聞 

北陸地方 

新潟県 新潟日報 

富山県 北日本新聞 

石川県 北国新聞 

福井県 福井新聞 

東 海 ・ 甲 信 

地方 

山梨県 山梨日日新聞 

長野県 信濃毎日新聞 

岐阜県 中日新聞 

静岡県 静岡新聞 

愛知県 中日新聞 

三重県 中日新聞 

近畿地方 

滋賀県 読売新聞 

京都府 京都新聞 

大阪府 読売新聞 

兵庫県 神戸新聞 

奈良県 朝日新聞 

和歌山県 読売新聞 

中国地方 

鳥取県 日本海新聞 

島根県 山陰中央新報 

岡山県 山陽新聞 

広島県 中国新聞 

山口県 読売新聞 

四国地方 

徳島県 徳島新聞 

香川県 四国新聞 

愛媛県 愛媛新聞 

高知県 高知新聞 

九 州 ・ 沖 縄 

地方 

福岡県 西日本新聞 

佐賀県 佐賀新聞 

長崎県 長崎新聞 

熊本県 熊本日日新聞 

大分県 大分合同新聞 

宮崎県 宮崎日日新聞 

鹿児島県 南日本新聞 

沖縄県 沖縄タイムス 
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域の自治体に対して，広域避難計画の策定が義務付けら

れ，それに伴い，避難シミュレーションが行われること

による．つまり，その地域における広域避難計画の一部

として「原発避難」「県外避難」といった言葉が用いら

れるため，本研究の主眼である「福島県からの避難者」

を抽出できないこととなってしまう．そのため，これら

のワードを含む記事は関係がないと判断し，除外するこ

ととした．検索ワードや対象範囲，対象紙をまとめた結

果が表2である．期間は，後述する調査との関係から，東

日本大震災の発生した翌日である2011年3月12日から2013

年5月31日までとした（期間1）．その結果，1,904件が分

析対象となった．これらを期間1の「福島県からの避難者

に関する記事件数」とし，地域ごとの平均記事件数を算

出した（表3）． 

また，2011 年 3 月 12 日から 2017 年 2 月までを期間 2

とした．その結果，4,479 件が分析対象となった．これら

を期間 2 の「福島県からの避難者に関する記事件数」と

し，地域ごとの平均記事件数を算出した（表 4）．  

b)福島県産品に関する新聞記事の分析手法 

また，仮説に基づき，「福島県産品」に関する記事も

検索し，地域ごとに平均量の順位を出すこととした．検

索ワードは「福島県産」もしくは「福島産」と設定した．

対象範囲ならびに対象紙は表 2 と同様である． 

その結果，期間 1 は 355 件が分析対象となった．これ

らを期間 1 の「福島県産品に関する記事件数」とし，地

域ごとの平均記事件数を算出した（表 3）． 

期間 2は 789件が分析対象となった．これらを期間 2の

「福島県産品に関する記事件数」とし，地域ごとの平均

記事件数を算出した（表 4）． 

ただし，ここでの記事件数は多い地域でも 1 ヶ月に 1

件程度であり，人々への影響は非常に小さいと考えられ

る． 

 

表 2 地方紙の検索条件 

検索ワード (福島 AND 原発避難) OR  

(福島 AND 震災避難) OR  

(福島 AND 自主避難) OR  

(福島 AND 県外避難) OR  

(福島 AND 県外に避難) OR  

(福島 AND 県外への避難) OR  

(福島 AND 県外へ避難) OR  

(福島 AND 県外の避難) OR  

(福島 AND 県内に避難) OR  

(福島 AND 県内への避難) OR  

(福島 AND 県内へ避難) OR  

(福島 AND 県内の避難) OR  

(福島 AND 県内避難) OR 

((福島から OR 福島県から) AND 避難)  

NOT 

(防災計画 OR 避難計画 OR シミュレーショ

ン OR 訓練) 

検索範囲 記事見出しならびに本文テキスト 

対象紙 表1の33紙 

 

 

 

 

 

 

 

(3)避難者に対する意識と福島県産を積極的に避けている

人 

a)福島県産を積極的に避けている人 

 つづいて，「福島県産品を積極的に避けている人」の

指標として，関谷 4)のアンケート調査結果を用いた．そ

の概要は表 5 ならびに表 6 の通りである．これらの調査

は福島県に対する風評被害のイメージや状況を全国的に

把握する目的で行われたものである．なお，2013 年と

2017 年に全都道府県を対象として実施されているが，パ

ネル調査ではない．また，本研究で分析対象としたのは

表 1で黒塗りした 12都府県を除いた 35道府県である．  

この調査には，福島県産品に関するものとして「普段

たべる食品，福島県産についてお伺いします」という設

問がある．この回答項目として「1.積極的に福島県産を

選んで購入している」「2.特に産地を気にして購入する

ことはない」「3.積極的に福島県産は避けている」があ

る．ここで「3.積極的に福島県産は避けている」を選ん

だ人を「福島県産品を積極的に避けている人」とした． 

この 2013 年と 2017 年の結果を元に，「福島県産品を

積極的に避けている人」の割合の変化を求めると，北海

道，近畿地方では他地域と比較して下がっておらず，か

つ他地域と比較して，高い割合であったことが確認され

た（図 1）． 

 この 2013年 5月の調査結果を期間 1の「福島県産品を

積極的に避けている人」とし，地域ごとの平均値を算出

し（表 3），2017年 2月の調査結果を期間 2の「福島県

産品を積極的に避けている人」とし，地域ごとの平均値

を算出した（表 4）． 

b)避難者に対する意識 

 「福島県から皆を県外避難させるべき」と考える人の

指標として，同様に関谷 4)のアンケート調査結果を用い

た． この調査では「みんな県外避難させるべきだと思う」

という設問がある．ここで「あてはまる」「ややあては

まる」を選んだ人を「福島県から皆を県外避難させるべ

きと考える人」とした． 

2013 年 5 月の調査結果を期間 1 の「福島県から皆を県

外避難させるべきと考える人」とし，地域ごとの平均値

を算出し（表 3），2017年 2月の調査結果を期間 2の「福

島県から皆を県外避難させるべきと考える人」とし，地

域ごとの平均値を算出した（表 4）． 

(4) 避難者数 

また，「福島県からの避難者」を扱うことから，福島

県からの避難者の数を算出する． ここでは福島県が公表

している，「県外への避難状況の推移」18)を用いた．こ

のデータは復興庁からの情報提供を元に，月に一回更新

されるものである． 

2013 年 6 月 6 日時点の福島県から県外への避難者数の

データを期間 1 の「福島県からの避難者数」とし，地域

ごとの平均値を算出し（表 3），2017 年 3 月 13 日時点の

福島県から県外への避難者数のデータを期間 2 の「福島

県からの避難者数」とし，地域ごとの平均値を算出した

（表 4）． 
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表 3 2013年 5月（期間 1）までの地域別の順位 

 

 

表 4 2017年 2月まで（期間 2）の地域別の順位 

 

 

表 5 2013年の風評被害に関する全国調査 

調査地域 

各都道府県 300票（合計 14,100票） 

※ただし，本研究で分析対象としたのは表

1で黒塗りした 12都府県を除いた 35道

府県である． 

調査対象 20～60代の男女個人 

調査機関 株式会社サーベイリサーチセンター 

調査方法 WEB 調査 

調査時期 2013年 5月 

有効回答数 14,091票 

 

表 6 2017年の風評被害に関する全国調査 

調査地域 

福島県 300票， 

それ以外の各都道府県 200票 

（合計 9,500票） 

※ただし，本研究で分析対象としたのは表

1で黒塗りした 12都府県を除いた 35道

府県である． 

調査対象 20～60代の男女個人 

調査機関 株式会社サーベイリサーチセンター 

調査方法 WEB 調査 

調査時期 2017年 2月 

有効回答数 9,489票 

 

 

図1 2013年と2017年の福島県産品を積極的に避けている

人の割合の変化 

（都道府県の地方区分は表1の通りであり，分析対

象としたのは表1で黒塗りした12都府県は除外して

いる．図中のカッコ内はそれぞれの地域の有効回答

数である） 

5．分析結果 

 本章では前述の対象の分析結果について述べる．4章で

述べた通り，対象とするデータは 

1．「福島県からの避難者に関する記事件数」 

2．「福島県産品に関する記事件数」 

3．「福島県産品を積極的に避けている人」 

4．「福島県から皆を県外避難させるべきと考える人」 

5．「福島県からの避難者数」 

の5つである．それらを東京電力福島第一原子力発電所事

故後から2013年5月まで（期間1），ならびに東京電力福

島第一原子力発電所事故後から2017年2月まで（期間2），

とそれぞれの段階に分けて分析することとする． 

(1) 2013年5月まで（期間1）の結果 

 まず，期間 1 の結果の一覧が表 3 である．その結果，

「福島県産品を積極的に避けている人の割合の平均」は

近畿地方が一位で，「福島県からの避難者に関する記事

件数の平均」ならびに「福島県産品に関する記事件数の

平均」は北海道が一位であった．「福島県からの避難者

数の平均」は東北地方が最も高く，福島県からの物理的

距離が近いほどに順位が高いという結果になっている． 

 (2) 2017年2月まで（期間2）の結果 

続いて，期間2の結果の一覧が表4である．その結果，

「福島県産品を積極的に避けている人の割合の平均」と

「福島県からの避難者に関する記事件数の平均」はいず

れも北海道，近畿地方の順に高かった．一方で，中国・

四国・九州地方といった西日本はいずれの順位も低かっ

た．  

地域分類

福島県からの
避難者に関す
る記事件数の
平均（順位）

福島県産品
に関する

記事件数の
平均

（順位）

福島県産品を
積極的に

避けている人
の割合の平均

（順位）

福島県から皆
を県外避難さ
せるべきと考
える人の割合

の平均
（順位）

福島県からの避
難者数の平均

（順位）

北海道 141.0件（1位） 29.0件（1位）
28.0% （6位）

n=300
75.0% （1位）

n=300
1756.0人（3位）

東北地方 85.5件（3位） 16.0件（3位）
28.3% （3位）

n=1200
61.8% （7位）

n=1200
2612.0人（1位）

関東地方 65.0件（6位） 8.0件（7位）
26.2% （9位）

n=600
64.1% （6位）

n=600
2258.0人（2位）

北陸地方 80.0件（4位） 11.0件（4位）
28.3% （3位）

n=1200
61.5% （9位）

n=1200
1451.3人（4位）

東海・甲信
地方

74.7件（5位） 20.7件（2位）
28.2% （5位）

n=1800
73.2% （2位）

n=1800
600.5人（6位）

近畿地方 97.5件（2位） 10.5件（5位）
30.8% （1位）

n=600
69.8% （3位）

n=600
621.5人（5位）

中国地方 52.0件（7位） 9.5件（4位）
27.3% （7位）

n=1200
61.6% （8位）

n=1200
212.5人（8位）

四国地方 18.8件（9位） 5.5件（9位）
29.3% （2位）

n=1200
66.8% （4位）

n=1200
60.3人（9位）

九州・沖縄
地方

30.6件（8位） 6.6件（8位）
26.3% （8位）

n=2391
65.8% （5位）

n=2391
219.8人（7位）

地域分類

福島県からの
避難者に関す
る記事件数の
平均（順位）

福島県産品
に関する

記事件数の
平均

（順位）

福島県産品を
積極的に

避けている人
の割合の平均

（順位）

福島県から皆
を県外避難さ
せるべきと考
える人の割合

の平均
（順位）

福島県からの避
難者数の平均

（順位）

北海道 303.0件（1位） 53.0件（1位）
27.0% （1位）

n=200
75.0% （1位）

n=200
1177.0人（2位）

東北地方 161.5件（5位） 31.3件（3位）
20.3%（4位）

n=800
61.5% （7位）

n=800
942.3人（3位）

関東地方 129.5件（6位） 19.0件（7位）
15.3% （9位）

n=400
61.5% （7位）

n=400
1849.5人（1位）

北陸地方 183.0件（4位） 21.8件（5位）
22.4%（3位）

n=800
61.5% （7位）

n=800
883.8人（4位）

東海・甲信
地方

197.8件（3位） 44.8件（2位）
18.8%（5位）

n=1196
73.2%（2位）

n=1196
458.7人（5位）

近畿地方 215.0件（2位） 20.5件（6位）
25.3% （2位）

n=400
70.5%（3位）

n=400
423.0人（6位）

中国地方 125.0 件（7位） 23.8件（4位）
18.4%（7位）

n=800
62.0%（6位）

n=800
150.0人 （8位）

四国地方 81.5件（9位） 17.8件（8位）
18.8%（6位）

n=798
66.8%（4位）

n=798
47.0人 （9位）

九州・沖縄
地方

84.5件（8位） 16.8件（9位）
17.8% （8位）

n=1595
65.8%（5位）

n=1595
162.6人（7位）

2013年調査 2017年調査

北海道 28.0% 27.0%

東北地方 28.3% 20.3%

関東地方 26.2% 15.3%

北陸地方 28.3% 22.4%

東海・甲信地方 28.2% 18.8%

近畿地方 30.8% 25.3%

中国地方 27.3% 18.4%

四国地方 29.3% 18.8%

九州・沖縄地方 26.3% 17.8%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

30.8% （n=600）

28.2% （n=1800）

28.3% （n=1200）

26.2% （n=600）

28.3% （n=1200）

28.0% （n=300）

27.3% （n=1200）

29.3% （n=1200）

26.3% （n=2400）

27.0% （n=200）

20.3% （n=800）

15.3% （n=400）

22.4% （n=800）

18.8% （n=1200）

25.3% （n=400）

18.4% （n=800）

18.8% （n=800）

17.8% （n=1600）
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 (3)順位相関 

以上の結果を元に，それぞれの項目間のスピアマンの

順位相関を求めた． 

a) 2013 年 5 月まで（期間 1）の結果 

 まず，期間 1の結果の順位相関表が表 7，ならびにそれ

を図示したのが図 2 である．「福島県からの避難者に関

する記事件数の平均」と「福島県産品に関する記事件数

の平均」ならびに「福島県からの避難者に関する記事件

数の平均」と「福島県からの避難者数の平均」の間は，

スピアマンの順位相関係数がそれぞれ 0.833 と 0.700 と強

い相関がみられ，いずれも 5％以下の水準で有意であっ

た．また，「福島県産品を積極的に避けている人の割合

の平均」と有意に相関がみられる項目はなかった．  

b) 2017 年 2 月まで（期間 2）の結果 

続いて，期間 2の結果の順位相関表が表 8，ならびにそ

れを図示したのが図 3 である．「福島県からの避難者に

関する記事件数の平均」と「福島県産品に関する記事件

数の平均」ならびに「福島県からの避難者に関する記事

件数の平均」と「福島県産品を積極的に避けている人の

割合の平均」の間は，スピアマンの順位相関係数がそれ

ぞれ 0.717 と 0.800 と強い相関がみられ，いずれも 5％以

下の水準で有意であった． 

また，「福島県からの避難者に関する記事件数」と

「福島県から皆を県外避難させるべきと考える人の平均」

ならびに「福島県産品に関する記事件数の平均」と「福

島県から皆を県外避難させるべきと考える人の平均」の

間には，有意な相関がみられなかった（スピアマンの順

位相関係数はそれぞれ0.441ならびに0.322）． 

 

表 7 2013年 5月まで（期間 1）の順位相関表 

 

 

 

図2 2013年5月まで（期間1）の順位相関の関係 
  

 

 

 

表 8 2017年 2月まで（期間 2）の順位相関表 

 

 

 

図3 2017年2月まで（期間2）の順位相関の関係 

 

（4）分析結果のまとめ 

以上をふまえて結果をまとめる． 

①北海道や近畿地方の地方紙においては，福島県からそ

れぞれの地域への避難者に能動的に寄り添う，避難者

の目線にたった報道がなされていた． 

②2013年5月までは「福島県からの避難者に関する記事件

数の平均」と「福島県からの避難者数の平均」の間に

は5％以下の水準で有意な相関がみられたが，2017年2

月になると，両者の間に有意な相関はみられなくなっ

た． 

③2013年5月までは有意な相関はみられなかったが，2017

年2月までの「福島県からの避難者に関する記事件数の

平均」と「福島県産品を積極的に避けている人の割合

の平均」の間には5％以下の水準で有意な相関がみられ

た． 

④「福島県からの避難者に関する記事件数」ならびに

「福島県産品に関する記事件数の平均」と「福島県か

ら皆を県外避難させるべきと考える人の平均」の間に

は，有意な相関がみられなかった． 

これらから，仮説1は支持され，「福島県からの避難者」

に関する報道が，福島県産品を積極的に避ける行動に結

びついていることが明らかになった． 

なお，それ以外の仮説2～4は，有意な相関がみられな

いことから棄却された． 

 

 

 

 

 

 

福島県から
の避難者数

の平均

福島県から

の避難者 に
関する記事
件数の平均

福島県産品

に関する記
事件数の平

均

福島県から
皆を県外避

難させるべ
きと考える
人の割合の

平均

福島県産品
を積極的に
避けている

人の割合の
平均

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.700

* 0.550 -0.083 -0.109

有意確率 (両側) 0.036 0.125 0.831 0.781

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.833

** 0.283 0.293

有意確率 (両側) 0.005 0.460 0.444

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.300 0.126

有意確率 (両側) 0.433 0.748

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.134

有意確率 (両側) 0.731

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000

有意確率 (両側)

**. 1% 水準で有意 (両側)

 *.  5% 水準で有意 (両側)

福島県から皆を県外
避難させるべきと考
える人の割合の平均

福島県からの避難者
数の平均

福島県からの避難者

に関する記事件数の

平均

福島県産品に関する

記事件数の平均

福島県産品を積極的
に避けている人の割
合の平均

福島県から
の避難者数

の平均

福島県から

の避難者 に
関する記事
件数の平均

福島県産品

に関する記
事件数の平

均

福島県から
皆を県外避

難させるべ
きと考える
人の割合の

平均

福島県産品
を積極的に
避けている

人の割合の
平均

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.567 0.433 -0.203 0.217

有意確率 (両側) 0.112 0.244 0.600 0.576

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.717

* 0.441 0.800
**

有意確率 (両側) 0.030 0.235 0.010

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.322 0.600

有意確率 (両側) 0.398 0.088

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000 0.441

有意確率 (両側) 0.235

相関係数

(Spearmanのロー)
1.000

有意確率 (両側)

**. 1% 水準で有意 (両側)
 *.  5% 水準で有意 (両側)

福島県からの避難者
数の平均

福島県からの避難者
に関する記事件数の

平均

福島県産品に関する

記事件数の平均

福島県から皆を県外
避難させるべきと考
える人の割合の平均

福島県産品を積極的
に避けている人の割
合の平均



9 

 

６．考察 

(1)福島県からの避難者と福島県産品を避ける人の関係に

ついての考察 

これらの結果を元に，「福島県からの避難者」に関す

る報道が，福島県産品を積極的に避ける行動に結びつい

ていた理由について考察する． 

分析結果から明らかになったことは，2013年5月までは

福島県からの避難者が多い地域において福島県からの避

難者に関する記事が多かった．だが，時間の経過ととも

に両者の関係が弱くなり，今度は福島県からの避難者に

関する記事が福島県産品を積極的に避ける行動に結びつ

くことが示された，ということである．つまり，地方紙

による単一争点長期モデルを応用した，空間的な議題設

定機能が確認された． 

ではなぜ，地方紙における福島県からの避難者に関す

る記事が福島県産品をめぐる問題に対する影響を及ぼす

のか．そこには時間的に先行する情報が，後続のある問

題に対して影響を与えるとするプライミング効果が働い

ている可能性がある61)．このプライミング効果とは政治

の研究において用いられることが多い．ニュースで強調

された争点は人々の認知をあげるため，その政権を評価

する基準として用いられる，というものである62)． 

この知見を本研究にあてはめるならば，避難している

人がまだいるということを認知することで，福島がまだ

復興していない，と認識し福島県産品への不安と結びつ

くと考えられる．つまり，こうした報道で福島県をめぐ

る争点として「福島県からの避難者」が強調され，福島

県産品を評価する基準として用いられていた可能性が示

唆された．ただし，本研究においては，この知識の活性

化・評価のメカニズムにまでは踏み込んでいないため，

今後の研究課題と考えられる． 

(2)福島県をめぐる報道に対する考察と今後の課題 

さらに，今後の福島県をめぐる報道の在り方について

考察を加える． 

 全国紙の記事においては，福島県からの避難者は「福

島県からどこかの地域への避難者」と表現される．だが，

3章にある通り，北海道や近畿地方の地方紙においては，

避難者に対する取材や賠償などの問題を通して，福島県

からそれぞれの地域への避難者に能動的に寄り添おう，

避難者の目線に立とうとする報道がなされていた．その

結果，北海道と近畿地方では報道量が増加したと考えら

れる． 

他の地域の地方紙においても福島県を「我が事」とし

ていないわけではないと考えられるが，福島県からの避

難者に対する報道量からは，明確に北海道と近畿地方は

他の地域と異なっていた．これが，福島県産品を積極的

に避ける人が減らないという，新聞社の意図せざる結果

を生み出したのではないだろうか．放射線に対する不安

を高めようと報道をしているわけではないが，結果とし

て福島県産品の農産物に対する不安を高める（維持する）

ことにつながってしまっていた． 

本研究で明らかになったことは，福島県から避難して

いる人の存在と福島県産品に対する不安は根底でつなが

っていた，という点である．福島県産品に対する不安を

払しょくするような報道は，福島県産品に対する不安

（安全かどうかは問題ではない）があるから避難してい

るなどの，帰りたくても帰れない避難者，または福島県

に帰らないという選択をした避難者に対して，「不安は

ないのになぜ福島県に帰らないのか」というメッセージ

を与えることになりかねない．それは福島県に対して不

安を持つ避難者の目線を切り捨てることになりかねない

ため，「避難者に能動的に寄り添う」メディアがそうし

た報道をすることは難しかったであろう． 

一方で，先に述べたように福島県から避難している人

の存在を取り上げる報道は，福島県が未だに復興してい

ないということを人々に印象づけ，結果的に福島県産品

に対する不安に結びついている． 

本論文では「福島県からの避難者」の存在と「福島県

産品に対する不安」に焦点をあてた．原子力災害は終わ

っていない，「福島」は不安だという前者の報道姿勢と，

原子力災害からの復興を強調し，「福島」が不安な状態

ではなくなったにも関わらず産業が回復しないという課

題は両者とも原子力災害が抱える大きな課題である．だ

が，両者は認知的に真逆の考え方であるため，相容れず，

これらの課題があることを伝えることが極めて難しい．  

この2つの論点の関係性を整理し，両立する報道の在り

方を模索すべきである．そして，多くの人々が福島のか

かえる課題を正当に認識，理解する土壌を構築すること．

それこそが，今後の福島県の復興における重要な課題で

あると考える． 

最後に，本研究の限界を述べる． 

本研究では地方紙を分析対象としたため，関東地方は

栃木県と群馬県の2県，近畿地方は兵庫県と京都府の2府

県のみが分析対象であった．東京都や大阪府といった，

地方紙の影響力の弱い都府県におけるマスメディアの影

響力に関して分析が出来ていない．これらは地方紙を分

析対象とした本研究の限界である． 

なお，原子力発電所が立地する地域の，その地域にお

ける個人の意識も考慮に入れられていない．原子力発電

そのものへの賛否や，再稼働への賛否は，地域によって

賛成派・反対派の割合が異なるというよりは，それぞれ

の地域で，賛成意見を持つ人，反対意見を持つ人が存在

し．それぞれの地域において二分した意見が存在するた

め，集合的に分析を行った今回の分析にはなじまなかっ

た． 

これらは次の課題としたい． 

 

補注 
(1) 風評被害に関する調査は消費者庁などによって行われてい

るが8)，都道府県ごとなどのような地域の比較を行った研究

は他にはない．  

(2) 新聞等においては一般的に「自主避難」とされるため，検

索ワードではこの単語を用いるが，本稿では「区域外避難

者」，一方の避難指示区域内からの避難者を「区域内避難

者」と論ずる． 

(3) この資料は，各新聞発行社会員が提出する，新聞社が販売

した部数の報告に基づいて作成されたものである．発行部

数とは異なるため，正確な総数を把握することが可能であ

る． 

(4) なお，沖縄県は主要2紙である沖縄タイムスならびに琉球新

報が日本ABC協会の公査を受けていないため，新聞広告の

折り込み部数表の数値を元に63)，沖縄タイムスを一位とし

た． 
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